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産業技術人材育成に 向けたカリキュラム 体系。 教育方法の開発 

平澤 冷 ( ナ レッジフロン @ ） 大熊和彦 ( 東工大 ) , 
川島 替，田原敬一郎， 0 野呂高 槻 ( 政策科学研 ) 

大学に対するニーズを 持ち大学のその 対応を促す政府や 産業界。 各種民間アクタ 一の立場からみると。 大 

学の覚部環境の 整備や資金提供などを 通じた大学活動への 働きかけという、 外部メカニズムとしての 施策を 

効果的に機能させるためには、 大学の内部メカニズムの 実態を十分に 理解し、 期待する内部活動が 誘発。 支 

援 できるような 外部メカニズムを 設計。 運用する必要があ る。 

自己改革や誘導的改革を 押し留めている 学内の様々な 障害や制約 ( 制度、 慣行 " 文化など ) を軽減。 除去 

し 、 あ るいは改革主体が 駆動展開しやすい 回路を創出することが 必要であ る。 また、 不毛な画一的状況に 陥 

らないようも こ 、 個別大学の状況に 応じた環境適応的な 改革が必要であ り、 結果的でも特定の 方向に収 鍛 させ 

ることになるインセンティブを 与えるのではなく、 大学が自ら改革を 進めるような、 ボトムアップ 的。 多元 

的 、 分散的な状況を 創出する必要があ る " 

我が国では、 これまでは大学 は 実態として @- 分な自律的経営の 姿勢。 経験に乏しく、 適切な自律的な 経営 

を打 う ための枠組みも 環境も未成熟であ る。 こうした場合には、 特に行政による 投資。 誘導的な施策を 通じ 

た 外部メカニズムは、 改革へのアプロ @ チとして依然強力であ る。 ただ、 我が国では外部メカニズムの 設計。 

運用あ るいは評価の 経験に乏       外部からの働きかけ 自体、 画 -- 的な性格が強かった。 選択と集中。 グッ 

ドプラクティスの 普及など、 競争的な性格の 施策の歴史は 浅いが、 近年、 大学経営の環境変化の 中でも影響 

の 大きなものとして 動向ぼ見逃せない「 

題 

人材問題の特徴でもあ るが。 理工系人材 ( 研究者、 技術者、 高度職業人など ) のライフサイクルや 直面す 

る局面を見通したプロバラムの 全体配置が、 シームレスになされる 必要があ る。 同様に、 教育プロバラムの 

新設。 再編のアイデア、 科目研究、 試行から普及、 卒業生支援などといったプロバラムのライフサイクルを 

通じて、 フィードバックや 適切なフェーズ 支援を全体整合的に 学習的に進める 必要があ る。 その上で、 アイ 

デア段階では 先行的な個人。 グループの検討支援が 重要であ るのに対してプロバラム 運用時には組織的な 支 

援や修了生のキャリア 形成支援などが 重要となるなど、 各局面にふさわしいアプローチを 設計することにな 

る。 我が国が人材育成問題でしばしば 局所的な対応をとり、 その後のプロバラム 発展やキャリア 形成で断絶 

的な事象を起こすこと ，を考えると、 視点を拡げた 大局的なアプローチが 必要であ る。 

また、 外脅 ロメカニズムの 働きかけ主体においても 以下に示すような 問題を苧んでいる。 

ぇ ・ 流動性に乏しい 同質社会、 高い新挑戦リスク 

2.  民間助成団体の 不足を含め多元的な 外部資金制度の 不足 

3.  人材受用企業側も 二一 ズ の形成、 顕在化の遅れ、 体制 未 整備 

， 「ポス ドク 1 万八田 画 等での 國 き HBnqI 卸睦ど肘 何であ る。 
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4. 専門職業人組織の 未成熟 

5. 行政組織間の 壁、 政策連携の困難、 官僚主義 ( 単年度予算、 前例文書主義、 無謬信仰 ) 

6. 施策の形成 ( 事前評価 ) 、 途上。 事後評価、 追跡評価の未成熟 

産業技術人材を 想定し。 その養成されるべき 人材像を知識論の 枠組みに従って 類型化する。 その人材の養成 

過程で必要となるカリキュラム 内容により対象人材を 区分すると、 以下のような 人材 像 に分類できる。 ①「対 

象技術 コ 0 枠内、 ②「利用技術」を 加える、 ③さらに人文社会科学系の「実務的方法論」を 加える。 これらは 

知識論の枠組みを 反映し、 人材養成メカニズムを 規定するカリキュラム 内容の基本的な 逢 いに立脚した 人材養 

成システムに 相当する。 知識論の枠組みからみると。 ① ぼ 「自然システム」ないし「人工的物理システム」を 

対象とした技術領域のカリキュラムであ り。 それらに内在する「法則」により 体系化されている。 ②は、 思考 

世界に係る「人工的抽象システム」の 知識つまり「論理」により 体系化されたカリキュラムを①に 加えてあ る。 

③は、 意思的人間が 関与する「人間活動システム」に 関する知識つまり 行動を支配する「原理」により 体系化 

されたカリキュラムを②にさらに 加えてあ る。 このように、 質の異なる知識の 本質をそれぞれ 踏まえたカリキ 

ュラム体系を 想定し、 養成されるべき 産業人材の類型ごとに、 その具体的なあ り方について 構想する。 

新しい産業技術領域の 展開に対応できる 基盤的な人材で、 「対象技術」領域の 枠内での進展に 対応できる人 

材であ る。 

産業技術の利用局面を 支える技術領域に 対応できる人材で、 対象技術領域だけではなくその 利用を支える 

「利用技術」領域までに 対応できる産業技術領域の 統合的人材であ る。 

で 

産業技術の領域だけではなく 広い意味での 経営課題にまで 対応できる人材で、 自然科学技術系の 科目だけで 

はなく人文社会科学系の「実務的方法論」の 科目までを修得した 人材であ る。 

等 
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特定の「産業ニーズ」の 展開を目的とした 複合的な研究教育プロバラム 

  C 購 C 型プロバラム。 。 。 産業界から特定の 強化課題を受け 付け、 産学 の 連携により大学院生の 教育 

と研究を大学内で 行 う 。 卒業生が課題提出産業に 就職する。 ①の様々なプロバラムの 内 必要な部分を 統 

合的に織り込む。 産業界との時限マッチンバファンド 

特定の「産業姉一内を 展開するための 拠点形成を目的としたプロバラム。 

  育成拠点助成プロバラム。 。 。 全学的な協力体制の 下で学内や連携機関との 固有の特性に 合わせて設定 

する。 特定の課題に 取り組む研究教育拠点に 関する形成支援プロバラム。 産業ニーズ対応型に 大転 

る 機関を支援。 時限 

連携方策 

「産業ニーズ」に 適合した人材育成を 目的にするが、 既設㈹関連プロバラムで 養成された人材の 受け皿とな 

る プロバラム。 

。 チェアプロバラム。 。 。 「産業ミッション」に 適合した人材の 集積を図るため。 若手だけでなく 中堅 教 

育 研究者用のポスト 開設を支援する。 時限。 

前項まででほそれぞれ 産業技術人材に 係る人材類型生養成方策について、 原理的にその 捉え方を整理してき 

た。 ここでは、 本調査研究のまとめとして。 それらの要素的な 考え方を組み 合わせ、 有用性と実現性の 高い 典 

型 的なプロバラム ( 制度 ) を具体的に設計し、 有力な事例として 提示する。 

現行制度の下で 養成された能力が 新産業技術人材として 不ト 分であ る場合が多い。 その原因は産業技術フロ 

ンテイアの進展速度に 比し大学内部でのカリキュラム 改革が著しく 遅れていることによる。 このプロバラム ヒ 

実施中の既存カリキュラム 体系を格段に 進化させることを 目的とする。 

刻々と展開していく 産業の行く末を 展望し、 先回りして新たな 産業人材の養成に 取り組む必要があ る。 この 

プロバラムで は 、 ディシプリン 型で展開する 文部科学 省 では対応できない 産業ニーズ先導型研究教育を 推進す 

ることを目的とする。 

穏 ) 産業ニーズ 展 
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特定の産業ニーズに 対応するため、 産業界と共同で、 産業界が緊急に 必要とする人材 ( ニ ソチ型人材を 含む 

特定の産業人材 ) に焦点を絞ってプロジェクトを 創出し、 養成された人材を 産業界が吸収するメカニズムを 確 

ま するもの。 総合的に対応するための 複合的プロバラム ( 施策パッケージ ) であ り、 大型でほないものにも 対 

応 可能であ る。 

実施機関や組織の 特性に合わせて、 産業ニーズを 展開するための 研究教育拠点を 設計し、 その形成を図るも 

    単なる産業人材ではなく、 従来にないタイプの 産業人材を育成する 新たな仕組みを 開発し、 そのフィー ジ 

ビリティを確認すると 共に拠点形成を 図る。 大型のものに 限定しない。 

人材育成プロダラム 

教育を推進すること 

拠点を設計し、 その形成 

  

A 温 e 血 c ざ s ザ取毛通 re     e  C 軸盆Ⅱ e 皿 ま RR  O ざ a  G 豆 O 

Force  o 蕪 Scie 皿 (e  a 通 

edici 弗 10  く 200 ヰ塞 Ⅰ "F と走 (, ミ工ミ tat 王通 廷寄 1 皿 

叉 a 七五 0 Ⅱ左下ユ Aca て五 e 濫宝 esP ざ eSs   

一 87 一 


